
第2部 鉄道交通

１　近年の運転事故の状況
　鉄道交通における運転事故※は，長期的には減少
傾向にあり，平成５年に1,188件であったものが，
15年には868件，25年には803件で，25年は前年比
2.5％減であった（第1-40図）。
　事故種類別にみると，踏切障害が293件（36.5％），

人身障害432件（53.8％），道路障害55件（6.8％）で
あった（第1-29表）。
　運転事故による死者数は277人で，第９次交通安
全基本計画の目標どおり減少し（10.6％減），乗客
の死者数はゼロであった。（第1-29表）。

鉄道交通事故の動向第１章

▶第1-40図 運転事故の件数と死傷者数の推移

注　１　国土交通省資料による。
　　２　死者数は24時間死者。
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※運転事故
　 　列車衝突事故，列車脱線事故，列車火災事故，踏切障害事故，道路障害事故，鉄道人身障害事故及び鉄道物損事故をいう。なお，
軌道の運転事故は，鉄道運転事故と同様に定義する。

 （平成25年）

区　　分
列　　車　　事　　故 そ　の　他　の　事　故

合　計
列車衝突 列車脱線 列車火災 小　計 踏切障害 道路障害 人身障害 物　損 小　計

件　数（件）
1 13 1 15 293 55 432 8 788 803

0.1% 1.6% 0.1% 1.9% 36.5% 6.8% 53.8% 1.0% 98.1% 100.0%

死傷者（人）
0 37 0 37 192 18 437 647 684
(0) （0） （0） （0） （94） （0） （183） （277） （277）

注　１　（　）内は，死亡者で死傷者の内数である。
　　２　踏切障害とは，踏切道において列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し，又は接触した事故のうち列車事故に至らなかったもの。
　　３　 道路障害とは，踏切道以外の道路において，列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し，又は接触した事故のうち列車事故に至らなかったも

の。
　　４　人身障害とは，列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故をいう（列車事故，踏切障害及び道路障害を除く）。
　　５　物損とは，列車又は車両の運転により500万円以上の物損を生じた事故をいう（列車事故，踏切障害，道路障害及び人身障害を除く）。

▶第1-29表 事故種類別の運転事故の発生状況
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２　平成25年中の列車事故の状況
　列車事故（運転事故のうち列車衝突事故，列車脱
線事故及び列車火災事故をいう。）は，15件（運転
事故件数の1.9％）であり，前年比31.8％減であり，
列車事故による死者は皆無であった。

３　 平成25年中の踏切事故の状況
　踏切事故※は，踏切保安設備の整備等により，長
期的には減少傾向にある。平成25年は295件で前年
比3.3％減であり，踏切事故による死者数は94人で
前年比26.6％減であった（第1-41図）。
　原因別にみると，列車が通過する直前の横断等道
路交通側の原因が45.4％であり，衝撃物別にみると，
自動車と衝突した事故が48.8％を占めている（第1-
42図）。
　また，第１種踏切道での事故件数が88.6％を占め
ているが，踏切道100か所当たりでは第１種が最も
少なくなっている（第1-30表）。

４　人身障害事故の発生状況
　平成25年の人身障害事故は432件，死者数は183人
で前年比1.7％増，このうちホームから転落して又

はホーム上で，列車と接触して死傷する事故（ホー
ム事故）は，平成25年は230件で前年比8.0％増であ
り，ホーム事故による死者数は30人で前年比7.1%増
であった。（第1-43図）
　なお，ホーム事故は，酔客による事故件数が
60.0％を占めている。

※踏切事故
　　列車事故のうち，踏切道において，列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し，又は接触した事故及び踏切障害事故をいう。

▶第1-41図 踏切事故の件数と死傷者数の推移

注　１　国土交通省資料による。
　　２　死者数は24時間死者。　
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 （平成25年）

踏切道 踏切道数 件数 構成率 
(踏切道)

100か所当たり
の事故件数

か所 件 ％ 件
第１種 29,860 247 88.6 0.83 
第２種 － － － －
第３種 816 8 2.4 0.98 
第４種 3,034 40 9.0 1.32 
計 33,710 295 100.0 0.88 

注　１　国土交通省資料による。
　　２　踏切道種別は，次による。
　　　　　第１種 　自動遮断機が設置されている踏切道又は踏切保安係が遮

断機を操作している踏切道
　　　　　第３種 　遮断機はないが警報機が設置されている踏切道
　　　　　第４種 　踏切保安係もおらず，遮断機も警報機も設置されていな

い踏切道
　　　　　第２種については，現在設置されているものはない。
　　３　踏切道数は，平成24年度末の数字である。
　　４　 100か所当たり件数とは，踏切道100か所当たりの踏切事故件数である。

▶第1-30表 踏切道種別の踏切事故発生件数
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５　 平成25年中の鉄道交通における重大事故の発生
状況

　平成25年２月12日に山陽電気鉄道の本線荒井駅構
内において，列車脱線事故が発生し18人が負傷する
など，３件発生した。（第1-31表）。

▶第1-42図 原因別・衝撃物別踏切事故発生件数（平成25年）

注　国土交通省資料による。

合　計
295件
（100%）

合　計
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自動車
144件
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15件（5.1％）

▶第1-43図 ホーム事故の件数と死傷者数の推移

注　１　国土交通省資料による。
　　２　死者数は24時間死者。
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 （平成25年）
発生
月日 事業者名 線名・場所 事故種類 死傷

者数
脱線
両数 主原因及び概要

2/12 山陽電気鉄道 本線 
荒井駅構内 列車脱線事故 18人 

（0人） 2 列車が走行中，踏切道内を支障していた車両運搬
車と衝突し，脱線した。

7/31 長崎電気軌道
本線 
築町停留場～市民病院
前停留場間

車両脱線事故 18人 
（0人） 1 路面電車が走行中，道路を横断しようとして軌道

に進入したバスと衝突し脱線した。

11/5 九州旅客鉄道 佐世保線 
高橋駅構内 踏切障害事故 10人 

（0人） 0 列車が走行中，踏切道内を支障していたセミト
レーラーの荷物と衝突した。

注　１　国土交通省資料による。
　　２　重大事故とは，死傷者が10名以上又は脱線両数が10両以上生じた事故をいう。
　　３　死傷者数の（　）内は，死亡者数で内数を示す。

▶第1-31表 重大事故一覧
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１　鉄道施設等の安全性の向上
　鉄道交通の安全を確保するためには，基盤である
線路施設について常に高い信頼性を確保する必要が
あり，土砂崩壊，落石，雪崩等による施設の被害を
防止するため，防災設備の整備を促進するとともに，
鉄道事業者に対し，適切な保守及び整備を実施する
よう指導した。
　また，地方中小鉄道については，平成14～15年度
に実施した安全性緊急評価の結果に基づき策定した
保全整備計画により，施設，車両等の適切な維持・
改修等を実施するよう指導した。

２　運転保安設備等の整備
　JR西日本福知山線列車脱線事故を踏まえて改正
した技術基準に基づき，曲線，分岐器，線路終端，
その他重大な事故を起こすおそれのある箇所への自

動列車停止装置（ATS）等の整備促進を図った。

３　鉄道の地震対策の強化
　阪神・淡路大震災及び東日本大震災を踏まえ，ま
た，防災・減災対策の強化が喫緊の課題となってい
る首都直下地震・南海トラフ地震等に備えて，より
多くの鉄道利用者の安全確保や，一時避難場所や緊
急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し，主要駅
や高架橋等の耐震対策の促進を図った。

４　地下鉄道の火災対策の推進
　地下鉄道の火災対策基準に適合していない地下駅
等については利用者の安全を確保するため，早期に
火災対策施設を整備する必要があり，火災対策施設
の整備促進を図った。

　踏切事故防止について，ポスターの掲示等による
キャンペーンを実施し，学校，沿線住民，道路運送
事業者等に対し，踏切道の安全通行や鉄道事故防止
に関する知識の普及及び意識の高揚を図った。

　また，鉄道の安全利用に関する手引きや児童等を
対象とした鉄道利用に係る安全教育を効果的に行う
ための教材を活用して，鉄道事業者等に事故防止を
図るよう促した。

１　運転士の資質の保持
　動力車操縦者の資質の確保を図るため，動力車操
縦者運転免許試験を適正に実施した。また，乗務員
の資質が保持されるよう，運転管理者が教育等につ
いて適切に措置を講ずるよう指導した。

２　リスク情報の分析・活用
　重大な列車事故を未然に防止するため，リスク情
報を関係者間において共有できるよう，インシデン
ト等の情報収集を行っている。さらに，国への報告
対象となっていないリスク情報について，鉄道事業
者による情報共有化を図っている。

３　気象情報等の充実
　鉄道交通に影響を及ぼす自然現象について，的確
な実況監視を行い，適時・適切に予報・警報等を発
表・伝達して，事故の防止及び被害の軽減に努める
とともに，これらの情報の内容の充実と効果的利用
を図るため，第１編第１部第２章第３節７⑶で述べ
た施策を講じた。また，地震発生時に走行中の列車
を減速・緊急停止等させることにより列車転覆等の
被害の防止に活用されるよう，鉄道事業者等に対し，
緊急地震速報の提供を行っている。

鉄道交通安全施策の現況第２章

鉄道交通環境の整備第１節

鉄道交通の安全に関する知識の普及第２節

鉄道の安全な運行の確保第３節
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４ 　 鉄道事業者に対する保安監査等の実施
⑴保安監査の充実
　鉄道の安全運行を確保するため，鉄道事業法（昭
61法92）等に基づき，鉄道事業者等に対し保安監査
を実施した。平成24年度は52事業者に対して計63回
実施し，輸送の安全確保の取組，施設及び車両の保
守管理，運転取扱い，乗務員等に対する教育訓練等
について32事業者に対して文書による行政指導を計
36件行い，改善を求めた。
⑵運輸安全マネジメント制度の充実
　平成18年10月より導入した「運輸安全マネジメン
ト制度」により，事業者が経営トップの主体的な関
与の下，現場を含む組織が一丸となって安全管理体
制を構築し，国がその実施状況を確認する運輸安全
マネジメント評価を25年12月末までに延べ1,020社
に対して実施し，昨年に比べ90回増加した。

５　 大規模な事故等が発生した場合の適切な対応
　国及び鉄道事業者における，夜間・休日の緊急連
絡体制を点検・確認し，大規模な事故又は災害が発
生した際に，迅速かつ的確な情報の収集・連絡を行っ
た。
　また，大都市圏，幹線交通における輸送障害等の
社会的影響を軽減するため，鉄道事業者に対し，乗
客への適切な情報提供を行うとともに，迅速な復旧
に必要な体制を整備するよう指導した。
　さらに，東日本大震災における，津波発生時の避
難誘導などの状況を検証するとともに，南海トラフ
巨大地震等による最大クラスの津波からの避難の基
本的な考え方（素早い避難が最も有効かつ重要な対
策であること等）を踏まえた津波発生時における鉄
道旅客の安全確保への対応方針と具体例等を取りま
とめ，鉄道事業者における取組を推進している。

　近年，鉄道における車両の構造・装置は大きく変
化し，各分野における科学技術の発達を反映すると
ともに，高齢者，障害者等に配慮した設計となって
いる。
　最近導入されている車両は，機械的可動部分を削
減した装置を採用することにより電子化・無接点化
が進み，信頼性と保安度の向上が図られている。
　車両の連結部には，プラットホーム上の旅客の転
落を防止する安全対策を施した車両の導入を推進し
ている。
　また，鉄道車両の品質の改善，生産の合理化等を

図ることにより，安全性の向上に寄与することを目
的として日本工業規格を整備した。
　なお，平成25年度末における鉄道部門の日本工業
規格数は146件である。
　鉄道の車両の検査については，鉄道事業者に対し，
新技術を取り入れた検査機器を導入することによる
検査精度の向上，鉄道車両への新技術の導入に対応
した検修担当者に対する教育訓練の充実及び鉄道車
両の故障データ等の科学的分析結果の保守管理への
反映が図られるよう指導した。

１　 踏切事故防止対策の現状
　踏切道の改良については，踏切道改良促進法（昭
36法195）及び第９次交通安全基本計画に基づき，
踏切道の立体交差化，構造の改良，歩行者等立体横
断施設の整備及び踏切保安設備の整備を推進してい
る。これらの諸施策を総合的かつ積極的に推進する
ことにより，平成27年までに踏切事故件数を平成22
年と比較して約１割削減することを目指すこととし
ている。
　同法により改良すべき踏切道として，平成24年度

末までに立体交差化2,510か所，構造の改良4,321か
所，歩行者等立体横断施設の整備10か所，踏切保安
設備の整備２万8023か所を指定し，その改良を推進
した。
　また，これらと道路管理者，鉄道事業者等が自主
的に行ったものを合わせて，平成24年度に改良が図
られた踏切道対策数は，立体交差化98か所，構造の
改良191か所，踏切保安設備（踏切遮断機又は警報機）
の整備77か所に及んでいる。また，踏切道の統廃合
についても，立体交差化等の事業と併せて実施した。

鉄道車両の安全性の確保第４節

踏切道における交通の安全についての対策第５節
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２　 踏切道の立体交差化，構造の改良及び歩行者等
立体横断施設の整備の促進

　立体交差化までに時間のかかる「開かずの踏切」
等について，効果の早期発現を図るために構造の改
良及び歩行者等立体横断施設の整備を緊急的に取り
組んだ。
　また，歩道が狭あいな踏切等における歩行者安全
対策のための構造の改良等を強力に推進した。
　さらに，「開かずの踏切」等の遮断時間が特に長
い踏切等で，かつ道路交通量の多い踏切道が連担し
ている地区等や，主要な道路との交差にかかわるも
の等については，抜本的な交通安全対策である連続
立体交差化等により，踏切道の除却を促進するとと
もに，道路の新設・改築及び鉄道の新線建設に当たっ
ても，極力立体交差化を図った。
　以上の構造の改良等と立体交差化による総合的な
対策を緊急的かつ重点的に推進した。

３　踏切保安設備の整備及び交通規制の実施
　踏切道の利用状況，踏切道の幅員，交通規制の実
施状況等を勘案して踏切遮断機（踏切遮断機を設置
することが技術的に著しく困難である場合は，踏切
警報機）を整備しており，その結果，踏切遮断機又
は踏切警報機が設置されている踏切道は，平成24年
度末には３万676か所（専用鉄道を含まない。）に及
んでおり，全体の91.0％である。また，自動車交通
量の多い踏切道については，道路交通の状況，事故
の発生状況等を勘案して必要に応じ，障害物検知装
置等，より事故防止効果の高い踏切保安設備の整備
を進めた。道路の交通量，踏切道の幅員，踏切保安
設備の整備状況，う回路の状況等を勘案し，必要な

交通規制を実施した（第1-33表）。

４　踏切道の統廃合の促進
　踏切道の立体交差化，構造の改良等の事業の実施
に併せて，近接踏切道のうち，その利用状況，う回
路の状況等を勘案して，地域住民の通行に特に支障
を及ぼさないと認められるものについて，統廃合を
進めるとともに，これら近接踏切道以外の踏切道に
ついても，同様に統廃合を促進した。ただし，構造
の改良のうち踏切道に歩道がないか，歩道が狭小な
場合の歩道整備については，その緊急性を考慮して，
近接踏切道の統廃合を行わずに実施できることとし
ている。その結果，平成24年度末の踏切道の総数は
３万3710か所（専用鉄道を含まない。）と着実に減
少した。

５　 その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るため
の措置

　踏切道における交通の安全と円滑化を図るため，
必要に応じ，踏切道予告標，情報通信技術（IT）
の導入による踏切関連交通安全施設の高度化を図る
ための研究開発等を進めるとともに，車両等の踏切
通行時の違反行為に対する指導取締りを積極的に
行った。
　また，踏切道通行者の安全意識の向上及び踏切支
障時における非常ボタンの操作等の緊急措置の周知
徹底を図るための広報活動等を推進した。
　この他，踏切道に接続する道路の拡幅については，
踏切道において道路の幅員差が新たに生じないよう
努めた。

 （単位：箇所）
 種別
年度 立体交差 構造改良 踏切保安設備

平成20 58 327 75
平成21 37 289 101
平成22 29 325 79
平成23 42 195 74
平成24 98 191 77

注　国土交通省資料による。

▶第1-32表 「平成20～24年度における踏切道整備実績」
 （平成24年度末現在）

規制種別
踏切種別

計
１種 ３種 ４種

大型車通行止め 5,061 165 213 5,439
二輪の自動車以外の自動車
通行止め  1,729 449 1,239 3,417

車両通行止め 1,084 225 513 1,822
その他の通行止め 1,419 278 439 2,136
一方通行 394  4 16 414
合計 9,687 1,121 2,420 13,228
注　警察庁資料による。

▶第1-33表 踏切道における交通規制の実施状況
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　鉄道の重大事故等の発生に対して，避難誘導，救
急・救助活動を迅速かつ的確に行うため，主要駅に
おける防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関，医
療機関その他の関係機関との連携・協力体制の強化
を図った。

　また，平成17年４月に発生したJR西日本福知山
線列車脱線事故を受けて，大規模災害に迅速かつ的
確に対処するため，より高度な技術・資機材を有す
る特別高度救助隊等を創設し，救助・救急活動体制
の強化を図ってきた。

　被害者等の心情に配慮した対策の推進を図った。
　特に，大規模事故が発生した場合には，警察，医
療機関，地方公共団体，民間の被害者支援団体等が
連携を図り，被害者を支援することとしている。
　公共交通事故による被害者等への支援の確保を図
るため，平成24年４月に，国土交通省に公共交通事
故被害者支援室を設置した。
　同支援室では，①公共交通事故が発生した場合の

情報提供のための窓口機能，②被害者等が事故発生
後から再び平穏な生活を営むことができるまでの中
長期にわたるコーディネーション機能等を担うこと
としている。25年度は，支援に当たる職員に対する
教育訓練の実施，外部の関係機関とのネットワーク
の構築，公共交通事業者による被害者等支援計画の
策定促進等を行った。

　鉄道事故及び鉄道事故の兆候（重大インシデン
ト※）に関し，当該事故等が発生した原因や，事故
による被害の原因を究明するための調査を行い，調
査で得られた知見に基づき，原因関係者に勧告等を
実施するとともに，事故等調査の過程においても，
鉄道交通の安全に有益な情報については，タイム
リーかつ積極的な情報発信を行い，鉄道事故等の防
止や事故による被害の軽減に努めた。
　また，事故等の調査を迅速かつ的確に行うため，
各種調査用機器の活用による分析能力の向上に努め
るとともに，過去に公表した事故等調査報告書の

データベース化や各種専門研修への参加等により調
査・分析手法の蓄積・向上を図った。
　さらに，公表した事故等調査報告書の概要や分析
結果の解説等を掲載した定期情報誌を発行し，鉄道
関係者等に広く提供するとともに，鉄道技術関係各
種協会等に対し，事故等調査報告書の概要や分析結
果の解説を行うなど，事故防止の啓発活動を行った。
　また，事故の未然防止を図るため，鉄道事故等報
告規則（昭62運輸省令８）等に基づいて報告される
鉄道事故等の情報について収集整理し，鉄道事業者
等の関係者で共有することに努めた。

　ア　気象庁気象研究所等の研究
　鉄道交通の安全に寄与する気象情報等の精度向上
を図るため，気象庁気象研究所を中心に，第１編第
１部第２章第８節１⑹ウで述べた研究等，気象・地
象・水象に関する基礎的及び応用的研究を行った。
　イ　独立行政法人交通安全環境研究所及び公益財

団法人鉄道総合技術研究所の研究
　より安全度の高い鉄道システムを実現するため
の，施設，車両，運転等に関する新技術の評価とそ
の効果予測に関する研究や，事故及び震災時の被害
軽減に関する試験研究等を行った。

救助・救急活動の充実第６節

被害者支援の推進第７節

鉄道事故等の原因究明と再発防止第８節

研究開発及び調査研究の充実第９節

※重大インシデント
　　結果的には事故に至らなかったものの，事故が発生するおそれがあったと認められる事態のうち重大なもの。
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